
（農業機械化促進業務勘定）

（単位：円）

資産の部

　 Ⅰ 流動資産

現金及び預金 322,117,199

有価証券 200,000,000

たな卸資産 924,525

前渡金 2,898,461

前払費用 2,003,698

未収収益 2,946,648

未収金 104,220,654

流動資産合計 635,111,185

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産

 建物　　　 3,119,378,160

　　　 減価償却累計額 1,188,511,079 1,930,867,081

 構築物 736,855,262

　　　 減価償却累計額 347,468,646 389,386,616

 機械装置 555,633,703

　　　 減価償却累計額 328,471,683 227,162,020

 車両運搬具 35,590,885

　　　 減価償却累計額 34,213,037 1,377,848

 工具器具備品 925,443,949

　　　 減価償却累計額 823,074,612 102,369,337

 土地 10,161,500,000

 有形固定資産合計 12,812,662,902

２ 無形固定資産

 特許権 31,784,445

 意匠権 178,432

 ソフトウェア 10,622,834

 電話加入権 793,800

 工業所有権仮勘定 31,621,766

 無形固定資産合計 75,001,277

３ 投資その他の資産

 投資有価証券 100,000,000

 関係会社株式 358,352,142

 長期前払費用 522,561

 預託金 880,112,980

 その他の資産 2,000

 投資その他の資産合計 1,338,989,683

固定資産合計 14,226,653,862

資産合計 14,861,765,047

貸　　借　　対　　照　　表
（平成２６年３月３１日現在）



（農業機械化促進業務勘定）

（単位：円）

貸　　借　　対　　照　　表
（平成２６年３月３１日現在）

負債の部

Ⅰ 流動負債

運営費交付金債務 86,177,618

未払金 276,197,535

未払費用 2,948,969

未払法人税等 3,389,018

未払消費税等 932,100

リース債務 2,457,000

前受金 3,983,626

預り金 10,092,310

流動負債合計 386,178,176

Ⅱ 固定負債

リース債務 3,685,500

資産見返負債

資産見返運営費交付金 263,629,297

資産見返寄附金 1,074,835

工業所有権仮勘定見返運営費交付金 31,621,766 296,325,898

固定負債合計 300,011,398

負債合計 686,189,574

純資産の部

Ⅰ 資本金

政府出資金 15,129,448,840

地方公共団体出資金 2,900,000

その他出資金 166,350,000

資本金合計 15,298,698,840

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 1,039,541,917

損益外減価償却累計額（△） △ 2,235,288,252

損益外減損損失累計額（△） △ 718,200

資本剰余金合計 △ 1,196,464,535

Ⅲ 利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 17,426,153

積立金 34,967,882

当期未処分利益 20,947,133

（うち当期総利益 20,947,133 )

利益剰余金合計 73,341,168

純資産合計 14,175,575,473

負債純資産合計 14,861,765,047



（農業機械化促進業務勘定）

（単位：円）
経常費用

研究業務費
給与、賞与及び諸手当 403,714,651
法定福利費・福利厚生費 74,585,103
退職金 30,311,015
その他人件費 142,818,053
外部委託費 70,605,567
研究材料消耗品費 112,064,172
支払リース料・賃借料 5,265,024
減価償却費 83,004,536
試作機器費 231,029,421
保守・修繕費 72,998,357
旅費交通費 53,521,909
水道光熱費 27,938,392
図書印刷費 13,304,651
雑費 20,830,573 1,341,991,424

検査鑑定業務費
給与、賞与及び諸手当 88,556,764
法定福利費・福利厚生費 13,091,909
退職金 29,929,272
その他人件費 4,134,783
外部委託費 393,500
研究材料消耗品費 370,375
支払リース料・賃借料 245,700
保守・修繕費 6,650,373
旅費交通費 4,116,890
水道光熱費 2,588,479
図書印刷費 374,745
雑費 661,949 151,114,739

一般管理費
役員報酬 21,160,303
給与、賞与及び諸手当 84,933,344
法定福利費・福利厚生費 15,784,931
退職金 1,469,162
その他人件費 5,144,272
外部委託費 1,084,648
消耗品費 3,433,681
支払リース料・賃借料 1,260
減価償却費 621,089
保守・修繕費 17,911,306
旅費交通費 601,505
水道光熱費 3,581,791
図書印刷費 401,868
租税公課 49,109,109
雑費 7,466,593 212,704,862

経常費用合計 1,705,811,025

経常収益
運営費交付金収益 1,493,476,397
事業収益 92,751,635
受託収入

政府等受託収入 22,600,054
その他受託収入 9,771,789 32,371,843

資産見返負債戻入 73,144,813
財務収益

受取利息 15,380,249
有価証券利息 6,753,289 22,133,538

雑益 9,937,799
経常収益合計 1,723,816,025

経常利益 18,005,000

損　益　計　算　書
（平成２５年４月１日～平成２６年３月３１日）



（農業機械化促進業務勘定）

（単位：円）

損　益　計　算　書
（平成２５年４月１日～平成２６年３月３１日）

臨時損失
固定資産除却損 6,119,792
臨時損失合計 6,119,792

臨時利益
資産見返負債戻入 6,119,792
臨時利益合計 6,119,792

税引前当期純利益 18,005,000
法人税、住民税及び事業税 3,389,018

当期純利益 14,615,982
前中期目標期間繰越積立金取崩額 6,331,151
当期総利益 20,947,133



（農業機械化促進業務勘定）

（単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 617,341,086
人件費支出 △ 847,587,077
その他の業務支出 △ 61,715,182
運営費交付金収入 1,547,051,000
受託収入 57,279,212
手数料収入 76,700,745
その他の事業収入 22,439,362

小計 176,826,974
利息の受取額 22,160,054
法人税等の支払額 △ 3,271,333

業務活動によるキャッシュ・フロー 195,715,695

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 200,000,000
投資有価証券の償還による収入 200,000,000
有形固定資産の取得による支出 △ 164,244,616
無形固定資産の取得による支出 △ 10,720,364
施設費による収入 96,057,318

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 78,907,662

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー
リース債務返済による支出 △ 2,457,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 2,457,000

Ⅳ 資金増加額 114,351,033

Ⅴ 資金期首残高 207,766,166

Ⅵ 資金期末残高 322,117,199

キャッシュ・フロー計算書
（平成２５年４月１日～平成２６年３月３１日)



（農業機械化促進業務勘定）

（単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 20,947,133

当期総利益 20,947,133

Ⅱ　利益処分額

積立金 20,947,133 20,947,133

利益の処分に関する書類



（農業機械化促進業務勘定）

（単位：円）
Ⅰ　業務費用

（１）損益計算書上の費用
研究業務費 1,341,991,424
検査鑑定業務費 151,114,739
一般管理費 212,704,862
臨時損失 6,119,792
法人税、住民税及び事業税 3,389,018 1,715,319,835

（２）（控除）自己収入等
事業収益 △ 92,751,635
受託収入 △ 32,371,843
財務収益 △ 22,133,538
雑益 △ 9,937,799 △ 157,194,815

業務費用合計 1,558,125,020

Ⅱ　損益外減価償却相当額 173,746,278

Ⅲ　損益外除売却差額相当額 △ 150,531

Ⅳ　引当外賞与見積額 4,610,297

Ⅴ　引当外退職給付増加見積額 △ 42,221,772

Ⅵ　機会費用

90,468,772

Ⅶ　（控除）法人税等及び国庫納付額 △ 3,389,018

Ⅷ　行政サービス実施コスト 1,781,189,046

行政サービス実施コスト計算書
（平成２５年４月１日～平成２６年３月３１日）

政府出資又は地方公共団体出資等の
機会費用



（農業機械化促進業務勘定）

　重要な会計方針

１．運営費交付金収益の計上基準
　費用進行基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法
(1) 有形固定資産

　定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ２～４２年
構築物 ２～４４年
機械装置 ２～２２年
車両運搬具 ２～７年
工具器具備品 ２～１５年

(2) 無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

特許権等 ２～８年

３．賞与に係る引当金及び見積額の計上基準

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

５．有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 満期保有目的の債券

　 原価法を採用しております。
(2) 関係会社株式

　 移動平均法による原価法(持分相当額が下落した場合は、持分相当額）を採用しております。

６．たな卸資産の評価基準及び評価方法
消耗品及びその他の貯蔵品

最終仕入原価法を採用しております。

７．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付国債の平成２６年３月末利回りを参考に0.640%で計算しております。

８．リース取引の処理方法

９．消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式を採用しております。

　農業機械化促進業務においては費用進行基準を採用しておりますが、これは業務達成基準及び期間進
行基準を採用することが、研究開発予算の費消割合が必ずしも研究成果に比例しないことから困難であり、
費用進行基準を採用する必要があるためです。

　  また、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（４年） に基づいております。

　 役職員の退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計
上しておりません。

　　また、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８７）の減価償却相当額については、損益外減価償却累計
額として資本剰余金から控除して表示しております。

　 なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職手当増加見積額は、事業年度末に在職する役職員
について、当期末の自己都合退職金要支給額から前期末の自己都合退職金要支給額を控除した額から、退職
者にかかる前期末退職給付見積相当額を控除して計算しております。

　 役職員の賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上しており
ません。
　 なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、事業年度末に在職する職員につい
て、当期末の引当外賞与見積額から前期末の引当外賞与見積額を控除して計算しております。

　 リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理を行っております。

　 リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会
計処理を行っております。



（農業機械化促進業務勘定）

注記事項

１．貸借対照表

（１）運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額 円

（２）運営費交付金から充当されるべき退職一時金の見積額 円

（３）減損会計に係る注記

当事業年度において減損の兆候が認められた固定資産は以下のとおりです。

ア　使用しないという決定を行った固定資産の用途、種類、場所等の概要

イ　兆候の概要

ウ　減損の認識に至らない根拠

　当該資産は、当事業年度期末時点で使用しております。

エ　将来の使用しなくなる日における帳簿価格、回収可能サービス価額及び減損額の見込額

２．キャッシュ・フロー計算書

（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

　　　現金及び預金 円

（２）重要な非資金取引

　　　寄附による資産の取得

　　　機械装置 円

　　　工具器具備品 円

計 円

種類 使用しなくなる日

生物系特定産業技術研究
支援センター鴻巣用地

業務用地 埼玉県鴻巣市 土地 平成26年度(予定)

48,388,153

721,430,807

322,117,199

資産名称 用途

生物系特定産業技術研究
支援センター鴻巣用地

土地 44,000,000円

場所

資産名称 種類 帳簿価額

979,032

116,825

1,095,857

　土地については、処分方法・時期が決定しておりませんので、回収可能サービス価額(見込額）は、
当事業年度の期末帳簿価額を計上しております。

　当該資産は、研究資料たる農業機械等を保管するための車庫を設置していたが、本所での保管ス
ペースの確保ができる見通しとなり、農業機械等の移管並びに車庫等の取り壊し後、使用しなくなる
日以降に処分することとしております。

44,000,000円 －

回収可能サービス
価額(見込額)

減損額(見込額)



（農業機械化促進業務勘定）

３．金融商品の時価等に関する事項

（１）金融商品の状況に関する事項

（２）金融商品の時価等に関する事項

（※１）負債に計上されているものは、（　）で示しております。

（※２）百万円未満は切り捨てて記載しております。

　　　　　（注１）金融商品の時価の算定方法等に関する事項

（１）現金及び預金、並びに（４）未払金

（２）有価証券及び投資有価証券

（３）預託金（財政融資資金預託金）

（注２）

②財政融資資金預託金を除くその他の預託金については、将来キャッシュ・フローを見積もることな
どができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（３）預託金」には含めておりま
せん。

　これらの時価については、元利金の合計額を当該預託金の満期までの期間及び信用リスクを加
味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

①関係会社株式は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時
価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含めておりません。

差額

（単位：百万円）

(276) (276) (－)

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と同様とみなし、当該帳簿価額によっており
ます。

　これらの時価については、取引金融機関から提示された価格によっております。

（４）未払金

貸借対照表計上額 時価

期末日における貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注２）参
照）。

（１）現金及び預金 322 322 －

　資金運用については、基本財源として受け入れた政府及び民間等からの出資金を財源としてお
り、独立行政法人通則法第４７条の規定等に基づき運用を行っております。

949 69

300 298 △ 1

（３）預託金

　　　　財政融資資金預託金 880

　　　　満期保有目的の債券

（２）有価証券及び投資有価証券



（農業機械化促進業務勘定）

１．固定資産の取得、処分、減価償却費及び減損損失累計額の明細
（単位：円）

当期償却額 当期損益内 当期損益外
建物 13,937,977 26,745,017 0 40,682,994 5,006,645 1,374,673 0 0 0 35,676,349
構築物 38,884,303 0 0 38,884,303 13,704,074 3,047,282 0 0 0 25,180,229
機械装置 239,101,854 31,582,437 997,500 269,686,791 155,843,662 33,707,606 0 0 0 113,843,129
車両運搬具 23,414,595 0 0 23,414,595 22,431,197 365,683 0 0 0 983,398
工具器具備品 384,905,999 16,961,597 10,542,778 391,324,818 303,942,105 34,591,891 0 0 0 87,382,713

計 700,244,728 75,289,051 11,540,278 763,993,501 500,927,683 73,087,135 0 0 0 263,065,818
建物 2,972,035,856 106,659,310 0 3,078,695,166 1,183,504,434 108,415,316 0 0 0 1,895,190,732
構築物 697,970,959 0 0 697,970,959 333,764,572 28,729,963 0 0 0 364,206,387
機械装置 291,115,774 0 5,168,862 285,946,912 172,628,021 26,208,454 0 0 0 113,318,891
車両運搬具 12,176,290 0 0 12,176,290 11,781,840 386,971 0 0 0 394,450
工具器具備品 580,630,902 0 46,511,771 534,119,131 519,132,507 9,175,242 0 0 0 14,986,624

計 4,553,929,781 106,659,310 51,680,633 4,608,908,458 2,220,811,374 172,915,946 0 0 0 2,388,097,084
土地 10,161,500,000 0 0 10,161,500,000 － － 0 0 0 10,161,500,000

計 10,161,500,000 0 0 10,161,500,000 － － 0 0 0 10,161,500,000
建物 2,985,973,833 133,404,327 0 3,119,378,160 1,188,511,079 109,789,989 0 0 0 1,930,867,081
構築物 736,855,262 0 0 736,855,262 347,468,646 31,777,245 0 0 0 389,386,616
機械装置 530,217,628 31,582,437 6,166,362 555,633,703 328,471,683 59,916,060 0 0 0 227,162,020
車両運搬具 35,590,885 0 0 35,590,885 34,213,037 752,654 0 0 0 1,377,848
工具器具備品 965,536,901 16,961,597 57,054,549 925,443,949 823,074,612 43,767,133 0 0 0 102,369,337
土地 10,161,500,000 0 0 10,161,500,000 － － 0 0 0 10,161,500,000

計 15,415,674,509 181,948,361 63,220,911 15,534,401,959 2,721,739,057 246,003,081 0 0 0 12,812,662,902
特許権 50,469,635 6,945,807 5,958,173 51,457,269 21,952,725 5,754,507 0 0 0 29,504,544
意匠権 421,026 0 0 421,026 242,594 39,208 0 0 0 178,432
ソフトウェア 36,113,097 2,608,200 1,757,385 36,963,912 26,341,078 4,744,775 0 0 0 10,622,834

計 87,003,758 9,554,007 7,715,558 88,842,207 48,536,397 10,538,490 0 0 0 40,305,810
特許権 10,681,627 711,085 1,401,085 9,991,627 7,711,726 830,332 0 0 0 2,279,901
ソフトウェア 4,618,950 0 0 4,618,950 4,618,950 0 0 0 0 0
水道施設利用権 2,770,987 0 0 2,770,987 2,770,987 0 0 0 0 0

計 18,071,564 711,085 1,401,085 17,381,564 15,101,663 830,332 0 0 0 2,279,901
電話加入権 1,512,000 0 0 1,512,000 － － 718,200 0 0 793,800
工業所有権仮勘定 30,588,636 9,550,941 8,517,811 31,621,766 － － 0 0 0 31,621,766

計 32,100,636 9,550,941 8,517,811 33,133,766 － － 718,200 0 0 32,415,566
特許権 61,151,262 7,656,892 7,359,258 61,448,896 29,664,451 6,584,839 0 0 0 31,784,445
意匠権 421,026 0 0 421,026 242,594 39,208 0 0 0 178,432
ソフトウェア 40,732,047 2,608,200 1,757,385 41,582,862 30,960,028 4,744,775 0 0 0 10,622,834
水道施設利用権 2,770,987 0 0 2,770,987 2,770,987 0 0 0 0 0
電話加入権 1,512,000 0 0 1,512,000 － － 718,200 0 0 793,800
工業所有権仮勘定 30,588,636 9,550,941 8,517,811 31,621,766 － － 0 0 0 31,621,766

計 137,175,958 19,816,033 17,634,454 139,357,537 63,638,060 11,368,822 718,200 0 0 75,001,277
投資有価証券 300,000,000 0 200,000,000 100,000,000 － － － － － 100,000,000 (注)
関係会社株式 358,352,142 0 0 358,352,142 － － － － － 358,352,142
長期前払費用 1,233,727 18,290 729,456 522,561 － － － － － 522,561
預託金 880,112,980 0 0 880,112,980 － － － － － 880,112,980
その他の資産 2,000 0 0 2,000 － － － － － 2,000

計 1,539,700,849 18,290 200,729,456 1,338,989,683 － － － － － 1,338,989,683

（注)投資有価証券の当期減少分については、臨時償還が発生したことによるものであります。

当期増加額 当期減少額 摘要期末残高
減価償却累計額

差引当期末残高資産の種類

有形固定資産
（償却費損益
外）

有形固定資産
（償却費損益
内）

減損損失累計額
期首残高

非償却資産

無形固定資産
合計

投資その他の
資産

非償却資産

有形固定資産
合計

無形固定資産
（償却費損益
内）

無形固定資産
（償却費損益
外）
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２．たな卸資産の明細
（単位：円）

消耗品

その他の貯蔵品

３．有価証券の明細

(1)流動資産として計上された有価証券
（単位：円）

満　期　保　有

目　的　債　券

　 譲渡性預金（三井住友銀行）

　

（2）投資その他の資産として計上された有価証券
（単位：円）

満　期　保　有

目　的　債　券

第５回国際金融公社円貨債券

関　係　会　社

株　式

新農業機械実用化促進株式会社

４．資本金及び資本剰余金の明細
（単位：円）

期末残高

資本剰余金

　　施設費

資本金

当期増加額は、施設整備費補助金による建物の取得。

△ 2,115,319,823

△ 1,129,441,798

△ 349,795,992

0

△ 52,995,418

△ 718,200

計

△ 1,196,464,535

　　損益外除売却差額相当額

014,155,260 14,155,260

0 1,039,541,917

当期増加額は、機械装置・工具器具備品・特許権の除
却。

△ 120,168,686

摘　　      要

0

2,900,000

△ 53,145,949

△ 2,236,006,452

0

100,000,000 0

15,298,698,8400

当期費用に含まれた

評    価    差    額

0

0

0 2,900,000

166,350,000

　　その他

166,350,000

計

損益外減価償却累計額

53,663,892

0
資本剰余金

△ 2,235,288,252

△ 718,200

当期減少額は、機械装置・工具器具備品・特許権の除
却。△ 173,832,578△ 2,114,601,623

0

△ 53,145,949

15,129,448,840

458,352,142

0358,352,142

当期費用に含まれた

摘　　　要

0

貸 借 対 照 表

100,000,000

摘　　　要

200,000,000

0

貸 借 対 照 表

計 　  上　   額

摘要期末残高

889,129

35,39625,150

3,104,246 924,525

0

0

0

摘　　　要
貸 借 対 照 表

計  　 上　   額

当期減少額

その他払出・振替

当期費用に含まれた

評    価    差    額

709,365

19,940

3,079,096

種　類　及　び

種類

計

当期増加額

その他
期首残高

40,606

3,299,466

当期購入・製造・振替

3,258,860 0

0

0

200,000,000 200,000,000

取　得　価　額
銘　　　　　　柄

729,305

種　類　及　び

銘　　　　　　柄
取　得　価　額

券　面　総　額

200,000,000200,000,000

計

取　得　価　額

当期減少額

409,194,024

100,000,000

1,375,182,649

期首残高

計

100,000,000

計   　上　   額

358,352,142

358,352,142

純資産に持分割合
を乗じた価額

貸借対照表
計上額合計

358,352,142

銘　　　　　　柄

100,000,000

0

15,129,448,840 0

1,268,523,339 106,659,310

15,298,698,840

政府出資金

地方公共団体出資金

その他出資金

△ 173,832,578

0

985,878,025

△ 296,800,574

△ 53,145,949

損益外減損損失累計額

計

 差引計

当期増加額

0

0

区　　　　　        分

評    価    差    額

100,000,000

200,000,000 0

券　面　総　額

計 409,194,024
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（単位：円）

７．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細

（単位：円）

（２）　運営費交付金債務の当期振替額等の明細

①　平成２３年度交付分 （単位：円）

－（期間進行基準を採用した業務は無い）

－(業務達成基準を採用した業務は無い)

内訳

資産見返運営費交付金

計

建設仮勘定見返運営費交付金期間進行基準によ
る振替額

運営費交付金収益

金額

86,177,618

0

1,569,014,107

0

0

計

運営費交付金収益

9,495,666 0

0

0

0

0

37,778,758

0

0

0

合計

0

業務達成基準によ
る振替額

0

0

37,778,758

区分

合　　　計

運営費交付金収益

0

会計基準第８１第３項による振替額

建設仮勘定見返運営費交付金

工業所有権仮勘定見返運営費交付金

資本剰余金

資産見返運営費交付金

建設仮勘定見返運営費交付金

工業所有権仮勘定見返運営費交付金

資本剰余金

0

0

0

工業所有権仮勘定見返運営費交付金

資本剰余金

1,547,051,000108,140,725

37,778,758

1,493,476,397

0計

66,042,044

費用進行基準によ
る振替額

資産見返運営費交付金

-

0

0 0

-

期首残高

運営費交付金

6,331,151 前中期目標期間において自己財源で取得した固定資産の減価償却費

0

期 末 残 高

0

0

044,934,977

計

前中期目標期間繰越積立金

37,072,873

0

49,104,745

37,778,758

33,289,094

摘　　　　　　　要

0

費  交  付  金 見返運営費交付金

取崩しによる減少

小　　　計資本剰余金

当　　期　　振　　替　　額

資産見返運営

23,757,304

交付金当期

（単位：円）

6,331,151

通則法４４条１項積立金

工業所有権仮勘定運営費交付金

収            益

建設仮勘定見返

18,684,694 52,394,035

当期増加額

16,283,188

交   付   額

0

平成２４年度 70,361,967

摘要金額区分

５．積立金の明細

期首残高交付年度

区　　　　　分

６．目的積立金の取崩しの明細

平成２３年度

前中期目標期間繰越積立金

当期減少額

34,967,882 当期積立額

平成２５年度

37,778,758

1,497,946,255

0

期末残高

6,331,151

目的積立金取崩額

21,107,067

37,778,758

計

①費用進行基準を採用した業務：全ての業務
②当該業務に係る損益等
　　　損益計算書に計上した費用の額：　37,778,758
　　　　研究業務費：　37,778,758
③運営費交付金の振替額の積算根拠
　　　費用（37,778,758）×100％＝37,778,758

18,684,694

40,040,492

17,426,153

6,331,151

1,547,051,000

12,182,027

1,443,515,612-                 9,495,666
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②　平成２４年度交付分 （単位：円）

③　平成２５年度交付分 （単位：円）

－（期間進行基準を採用した業務は無い）

①費用進行基準を採用した業務：全ての業務
②当該業務に係る損益等
　ア）損益計算書に計上した費用の額：　12,182,027
　　　研究業務費：　12,182,027
　イ）固定資産の取得額：　21,107,067
　　　建物：　17,202,390　工具器具備品：　3,904,677
③運営費交付金の振替額の積算根拠
　　 （費用（12,182,027）+資産取得（21,107,067））×100％＝33,289,094

0

0

1,443,515,612

44,934,977

資本剰余金

資本剰余金

業務達成基準によ
る振替額

運営費交付金収益

期間進行基準によ
る振替額

内訳

0

工業所有権仮勘定見返運営費交付金

計

区分

0

資産見返運営費交付金 0

建設仮勘定見返運営費交付金

合計

33,289,094

0

0

0

費用進行基準によ
る振替額

－(業務達成基準を採用した業務は無い)

金額

資本剰余金 0

資産見返運営費交付金

工業所有権仮勘定見返運営費交付金

運営費交付金収益

金額

0

0

計

内訳

－(業務達成基準を採用した業務は無い)

－（期間進行基準を採用した業務は無い）

①費用進行基準を採用した業務：全ての業務
②当該業務に係る損益等
　ア）損益計算書に計上した費用の額：　1,443,515,612
　　　研究業務費：　1,162,998,490　　検査鑑定費：　130,933,577　　一般管理費：　149,583,545
　イ）固定資産の取得額：　54,430,643
　　　建物：　9,542,627　　機械装置：　19,998,405
　　　工具器具備品：　12,785,745　　ｿﾌﾄｳｪｱ：　2,608,200　　工業所有権仮勘定：　9,495,666
③運営費交付金の振替額の積算根拠
　　 （費用（1,443,515,612）+資産取得（54,430,643））×100％＝1,497,946,255

0

計

0

0

0

0

建設仮勘定見返運営費交付金

資産見返運営費交付金

計 1,497,946,255

期間進行基準によ
る振替額

建設仮勘定見返運営費交付金 0

工業所有権仮勘定見返運営費交付金 0

資本剰余金

費用進行基準によ
る振替額

運営費交付金収益

工業所有権仮勘定見返運営費交付金

資産見返運営費交付金

計

運営費交付金収益 0

9,495,666

業務達成基準によ
る振替額

運営費交付金収益

資本剰余金

1,497,946,255

建設仮勘定見返運営費交付金

0

0

建設仮勘定見返運営費交付金

工業所有権仮勘定見返運営費交付金

資産見返運営費交付金

0

0

0

会計基準第８１第３項による振替額

会計基準第８１第３項による振替額

合計

0

21,107,067

0

0

0

運営費交付金収益

区分

建設仮勘定見返運営費交付金

資産見返運営費交付金

33,289,094

資本剰余金

0

工業所有権仮勘定見返運営費交付金

0

0

計

12,182,027
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（３）　運営費交付金債務残高の明細

（単位：円）

８．運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細

（１）施設費の明細

（単位：円）

９．役員及び職員の給与の明細

（単位：千円，人）

（注）

　　１．役員に対する報酬等の支給の基準：独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構役員給与規程及び独立行政法人農業・食品

　　　　                                                   産業技術総合研究機構役員退職手当支給規程に基づき支給しております。

　　　　職員に対する給与等の支給の基準：独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構職員給与規程及び独立行政法人農業・食品

　　　　                                                   産業技術総合研究機構職員退職手当支給規程に基づき支給しております。

　　　　契約職員に対する給与の支給の基準：独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構契約職員規程に基づき支給しております。

　　２．役員について期末現在の人数と上表の支給人員数は異なっております。

　　３．支給人員は年間平均支給人員数を記載しております。

　　４．非常勤の役員及び職員について外数として（　　）で記載しております。

　　５．上記明細は「役員報酬」、「給与、賞与及び諸手当」、「退職金」及び「その他人件費」により構成されており、中期計画に定める予算

　　　  上の人件費とは異なっております。

　　６．支給額の千円未満は切り捨てて計上しております。

1

(-)

－（期間進行基準を採用した業務は無い）

摘　　　　　　要　

－（期間進行基準を採用した業務は無い）

○費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。
○運営費交付金債務残高は、人件費使用見込額である。
○運営費交付金債務残高の内訳
　　　人件費   37,072,873   合　 計   37,072,873
○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高は、翌事業年度において収益化する予定である。

－(業務達成基準を採用した業務は無い)

残高の発生事由及び収益化等の計画

－(業務達成基準を採用した業務は無い)

○費用進行基準を採用した業務は、全ての業務である。
○運営費交付金債務残高は、人件費使用見込額及び節約による経費の減少である。
○運営費交付金債務残高の内訳
　　　事業費   24.672.507   人件費   24,432,238   合　 計   49,104,745
○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高は、事業費残については翌事業年度以降、人件費
残については翌々事業年度において収益化する予定である。

2

(-)

0

支給人員

平成２５年度

49,104,745

期間進行基準を採用した業務に
係る分

費用進行基準を採用した業務に
係る分

計

運営費交付金債務残高

37,072,873

費用進行基準を採用した業務に
係る分

計

106,659,310

期間進行基準を採用した業務に
係る分

平成２５年度施設整備費補助金 106,659,310

建設仮勘定

見返施設費

交付年度

　　合　　計

資本剰余金
区　　　　　分 当期交付額

49,104,745

業務達成基準を採用した業務に
係る分

合             計

支  給  額 

(-)

21,160

(152,097)

577,204

598,365
(-)

61,709

(-)

(75)

75

(75)
77

60,240

(-)

1,469

(-)

支給人員

役             員

区             分

職             員

(152,097)

2

支  給  額

報 酬 又 は 給 与 退　職　手　当

3
(-)

平成２４年度

0

業務達成基準を採用した業務に
係る分

0 106,659,310

00 106,659,310

0

0

0

37,072,873

左の会計処理内訳

施設費収益



（農業機械化促進業務勘定）

１０．開示すべきセグメント情報
（単位：円）

研究事業 検査鑑定事業 計 勘定共通 合計

事業費用 1,341,991,424 151,114,739 1,493,106,163 212,704,862 1,705,811,025

内訳

　業務費 1,341,991,424 151,114,739 1,493,106,163 0 1,493,106,163

　一般管理費 0 0 0 212,704,862 212,704,862

事業収益 1,340,565,255 199,863,079 1,540,428,334 183,387,691 1,723,816,025

内訳

　運営費交付金収益 1,212,959,275 130,933,577 1,343,892,852 149,583,545 1,493,476,397

　事業収益 23,576,322 68,929,502 92,505,824 245,811 92,751,635

　受託収入 30,884,845 0 30,884,845 1,486,998 32,371,843

　資産見返負債戻入 73,144,813 0 73,144,813 0 73,144,813

　財務収益 0 0 0 22,133,538 22,133,538

　雑益 0 0 0 9,937,799 9,937,799

事業損益 △ 1,426,169 48,748,340 47,322,171 △29,317,171 18,005,000

総資産 341,365,925 19,440 341,385,365 14,520,379,682 14,861,765,047

内訳

　流動資産 4,175,411 19,440 4,194,851 630,916,334 635,111,185

　固定資産 337,190,514 0 337,190,514 13,889,463,348 14,226,653,862

　　建物 35,676,349 0 35,676,349 1,895,190,732 1,930,867,081

　　機械及び装置 113,818,032 0 113,818,032 113,343,988 227,162,020

　　工具器具備品 87,376,713 0 87,376,713 14,992,624 102,369,337

　　その他 100,319,420 0 100,319,420 11,865,936,004 11,966,255,424

１．事業区分の方法　　　

２．各区分の事業内容

　　　　　　　　　 研究事業

検査鑑定事業

３．事業費用のうち、勘定共通の項目に含めた配賦不能事業費用は、主に一般管理費であります。

４．総資産のうち、勘定共通の項目に含めた全社資産は、主に承継資産及び施設整備費補助金に係る資産であります。

（単位：円）

前中期目標期間繰
越積立金取崩額

損益外減価
償却相当額

損益外除売却
差額相当額

引当外賞与見積額
引当外退職給
付増加見積額

研究事業 6,290,106 0 0 5,255,267 △ 35,686,195

検査鑑定事業 0 0 0 △ 129,886 △ 2,614,339

勘定共通 41,045 173,832,578 △ 150,531 △ 515,084 △ 3,921,238

計 6,331,151 173,832,578 △ 150,531 4,610,297 △ 42,221,772

６．前中期目標期間繰越積立金取崩額は、損益計算書の経常収益に含まれないため、セグメント情報には加えておりません。

　　　事業区分は、農業機械の開発改良に関する試験研究及び高性能農業機械等の開発に関する試験研究及び農業機械の型式検
　　査、鑑定に関する事業と、それ以外の事業に区分しております。

　高生産性農業の実現等を図るため、農業機械の高性能化、安全性、耐久性の向上等に重点を
おいた基礎的・先導的な開発改良研究を行う。また、画期的な省力化、生産管理の高度化、資
源の有効活用等農業経営の革新を可能とする次世代農業機械・技術の開発をメーカー、独立行
政法人、公立試験研究機関、大学等の異分野を含めた国内の研究勢力を結集して、生産現場と
密接な連帯の下に実施を行う。

　優良な農業機械の普及に資するため、性能、構造、耐久性等を内容とする型式検査及び農業
機械を評価する安全鑑定、総合鑑定、任意鑑定、ＯＥＣＤテスト等を行う。

５．各区分における前中期目標期間繰越積立金を財源とする事業費用の内訳及び損益外減価償却相当額、損益外除売却差額相当
  額、引当外賞与見積額並びに引当外退職給付増加見積額の内訳は、以下のとおりであります。
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